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証的に測定する方法が多くの場合明確でない点も、 研究テーマの抱える問題であ 例えば前述した研究例にお て、国家の執行能力や正統性をどのように具体的に測定する かは明らかにされていない。同様に、この分野のほとんどの研究では、国家がどの政府機関（ある はその集合体）を指すのか、そしてその機関 強さ・弱さをどのように測定し、場 によってはどのように集計して一レベルでの国家 強弱を示すのか、は議論されないことがほとんどである（例外として、参考文献⑬および⑯を参照） 。そ 結果、実証的なデータに基づく 際的な指標が確立されておらず、一国の通時的な変化や多国間での比較を計量的に行うのは困難である。　
こうした状況は、一九九〇年代







「脆弱な」国家という概念にも共通している。これらの用語はおおまかには内戦状態または内戦終結直後の国家に対して使用され、国家が非常に脆弱であ 場合を指すが、学術分析にあたっての明確な概念定義は確立されていないたその指標に関しても国家の特徴そのものではなく周辺状況（内戦の有無や経済発展の程度）を用いた間接的な が多く、対象としている概念自体を測定して いない（参考文献①） 。要するに 既存の国家建設研究は質的研究手法を採る場合が多く、計量的な研究手法がほとんど活用されていないのが現状である。国家の強弱を計量化し多国間 比較する試みは、今後の課題のひとつ いえるだろう。二．なぜ弱い国家になるのか？　
途上国を対象とした国家建設研
究の中心的な検討課題は、なぜくの場合弱い国家から強い国家への移行がうまくいかないのか、という問いである。これに対する答えとして、領土内の人口密度の低さ（参考文献⑤） 、石油をはじめとする天然資源の存在（参考文献
⑳） 、国際援助（参考文献⑩）などがこれまで指摘されてきた。本稿では、紙幅の制約上これらの紹介・検討は省略し、多くの国家建設研究の出発点となっている戦争という要因に的を絞って論点を抽出する（先行研究の概観に関し、参考文献⑮を参照） 。　「戦争が国家を形成し、国家が戦争を起こす」 のがヨーロッパ国家形成史を研究したティリーの議論の主旨であ 考文献⑲） 。彼によれば、一四世紀初期以降、ヨーロッパの君主は対外戦争をするにあたり自国内の官僚制度、徴税制度、警察・軍などを整備する必要に迫られ、これが国家建設を促した。さら は、国家が戦闘能力を増強したことで 一六世紀から一八世紀頃にかけての度重なる国 間戦争を招くことになった。　ヨーロッパ研究において有力な
この理論がヨーロッパ以外の地域でもあてはまるかどうかは、途上国での国家建設研究の中心的論点のひとつで る。例えばハーブスト（参考文献⑤）はティリ の議論を反転し、サブサハラ・アフリカ地域ではおしなべて独立後の国家建設の時代に国家間戦争が不在














一層高めたのがアフガニスタンへの国際介入である。アル・カイーダ掃討のためにアメリカを中心とする有志連合諸国がタリバーン政権を二〇〇一年に打倒した後、フガニスタンにおける国家建設は、テロリズムの温床撲滅対策として国際安全保障上の最重要課題のひとつとなった。これをうけ、国家建設の主要な目的はこれまでの経済発展から 世界規模で 安全保障へと変化してきている（参考文献⑧） 。こうした外交政策上の変化は学術研究にも影響を与え、これまで多くみられた「なぜ途上国 国家 弱いのか」という因果関係を問う問題設定か 、 どのようにしたら 建設が成功するのか」 といったより問題解決型、政策志向型の研究が盛んになってきてい 。　
そのような研究には、例えば
フィアロンとレイク （参考文献③）による「新しい信託統治 の議論がある。これは、従来の国連を主体とした信託統治ではなく、国家建設を必要とす 国に対し経済・安全保障上の利害関係をもつ先導国（
lead state ）が中心となって
多国間介入の過程を調整するという移行期の国家 モデルであ
る。またクラズナー （参考文献⑥）は、 「主権の共有」という概念を用い、行政機能 一部を国際アクターと国内政府が共同で担うことによる国家建設モデルを提案する。　
こうした、国際介入を議論の中
心に据えた国家建設研究に対し、介入自体を疑問視する も最近増えている。例えばウェインステイン（参考文献⑳）は、 ウガ ダ、エリトリア、ソマリアという内戦期間中およびその後の時期での国際介入がほとんどなかった場合は国家建設が比較的成功裏 進んだ事例をもとに、国際介入 抱える諸問題を指摘する。同様に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は二〇一〇年に『損害を与えるな』 （参考文献⑪）と題した報告書を出版し、国際的な国家建設支援のもたらす弊害に注意を促している。これらの研究が示唆するのは、国介入をやめるべきということでなく、国際アクターの論理 優先した安易な介入に対する警告である。今後も国際介入のあり方を検討する研究の需要は続くであろうが、その際、国際政治と国内政治過程とがどう関連するのか、例えば、信託統治や主権の共有によっ
て被支援国における権力関係がどのように変化するのか、といった点に注意を払う必要があるだろう。　
九・一一後の国家建設研究が取
り組まなければならないもうひとつの問題に、強い国家の建設と民主主義構築の両立がある。伝統的な国家建設研究では、民主主義的な制度や市民社会は検討対象かはずれることが多かった。 しかし、国際支援により行われる国家建設は、民主主義の導入（選挙、地方自治、 市民社会に対する支援など）と抱き合わせで行われることが多い。これは 「 主的な政府」を規範と位置づける アクターの関与を反映してのことである。しかしながら、効果的な官僚制の構築という伝統的な意味での国家建設と、民主的アカウンタビリティを担保する制度や強い市民社会構築とは、対立関係になりがちである。例えばパリス （参考文献⑫）は、一九九〇年代の国連等 よる平和構築活動では、国家機構の整備をしないまま政治的な自由化（選挙の実施）を急ぎすぎたために政治的不安定を招いたと分析している。こうした、改革の順序を問題にした議論は説得力 持つ
が、国家建設の課題に直面している国の多くでは定期的な選挙は実際のところすでに導入されており、現実的には順序 すでに所与の要因となっている。そうであれば、今後の研究課題として 、国家建設と民主主義構築を同時 行う際の諸問題およびその解決策ついて検討する必 があるだろう。●結論　
途上国における国家建設は、国
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